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1.障がい者雇用に関する経営実態調査概要
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1.障がい者雇用に関する経営実態調査について

経営・マネジメントに特化した、障がい者に係る調査は、今年度で3回目の実施となりました

障がい者の
経営・マネジメントに
特化した調査

経年で定点観測
できるデータ

（変化・潮流の把握）

経営戦略、
マネジメント方針の
検討に役立つ

経営トップ、
親会社との対話の
材料を提供

制度改正や
社会的関心の
契機になる
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1.障がい者雇用に関する経営実態調査について

過去２年分と同様に、特例子会社向け調査、上場企業向け調査を実施

アンケート調査 実施概要

特例子会社向け調査 上場企業向け調査 （4分類で実施）

回答社数：１８２社
（回収率：約４１．５％）

実施時期：2017年8～9月
実施方法：郵送法

特例あり＆自社雇用あり

14社
（8.9%）

特例なし＆自社雇用あり

120社
（75.9％）

特例あり＆自社雇用なし

2社
（1.3%）

特例なし＆自社雇用なし

22社
（13.9%）

回答社数：１５８社
（回収率：約４．８％）

注記）
住所不明などの理由で全ての対象事業者に調査票を
配布できたわけではありません。
四捨五入の関係で、設問によっては、回答の合計が
100％になっていない場合があります。
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2.障がい者雇用企業の概況
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2.障がい者雇用企業の概況

2017年5月には、2020年度末までに法定雇用率を2.3%に引き上げることが決定した

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

201320112010 2021.03201420082007 2009 2012 2015 2016 2017 2018
（年度）

1.8%
2.2%

2.3%

2.0%（現行）

3年を経過するより前
に引き上げ

5年間で0.4ポイントの
引き上げを実施

一般民間企業における「障害者雇用率」（%）

出所）障害者雇用率制度（障害者の法定雇用率の引き上げについて（厚生労働省）よりNRI作成
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2.障がい者雇用企業の概況

2018年度から、法定雇用率の算定基礎の対象に、新たに精神障がい者が追加される

法定雇用率 ＝

常用労働者数 ＋ 失業者数

身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常
用労働者の数 ＋ 失業している身体障害者、知的

障害者及び精神障害者の数

出所）障害者雇用率制度の概要（厚生労働省）よりNRI作成
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2.障がい者雇用企業の概況

民間企業で雇用されている障がい者数は、増加傾向にある
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22

20162013 2014 2015

民間企業における障がい者雇用状況の推移

出所）障害者雇用状況の集計結果（厚生労働省）よりNRI作成

※障がい者数は、法律に基づき、重度障がい者のダブルカウントおよび短時間労働者の0.5カウントを考慮した後の数字を記載している

民間企業で雇用されている
障がい者数（千人）

身体障がい者数 知的障がい者数 精神障がい者数
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2.障がい者雇用企業の概況

特例子会社の数は、直近10年間で倍増、雇用されている精神障がい者数は50倍強に増加

195
219

242
265
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319

349

380 391

422
448
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25.000
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0

20.000

30.000

15.000

4.612

455

7.470

9.454

6.127

2.932

9.751

50
2006

6.639

10.277

2.235

7.595

3.721

150

2007

667

7.107

1.662242

9.048

2008

8.384

5.478

358

2009

7.752

6.356

2010

8.169

20142011

10.118

889

8.471

2012

1.314

2013

11.194
12.459

2.889

2015

13.815

2016

特例子会社における障がい者雇用状況の推移

出所）障害者雇用状況の集計結果（厚生労働省）よりNRI作成

※障がい者数は、法律に基づき、重度障がい者のダブルカウントおよび短時間労働者の0.5カウントを考慮した後の数字を記載している

特例子会社で雇用されている
障がい者数（人）

特例子会社数（社）

2倍以上

身体障がい者数特例子会社数 精神障がい者数知的障がい者数

50倍以上
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2.障がい者雇用企業の概況

「現時点では、引き上げ後の法定雇用率（2.2%）は達成しておらず、
達成の見通しも立っていない」企業が4割近い

現時点では、引き上げ後の法定雇用率（2.2%）は達成しておらず、達成の見通しも立っていない

現時点で引き上げ後の法定雇用率（2.2%）を達成

今後の見通しを検討中である、もしくは、これから検討予定である

現時点では、引き上げ後の法定雇用率（2.2%）は達成していないが、達成の見通しが立っている

32%

11%37%

20%

（N=129）

法定雇用率の引き上げに対する対応状況（上場企業）

出所）障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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身体障がい者 精神障がい者知的障がい者

2.障がい者雇用企業の概況

雇用されている障がい者をみると、特例子会社では知的障がい者が半数を占めている

38%

25%

37%

（N=5,357）

民間企業で雇用されている障がい者

33%

51%

16%

（N=8,790）

上場企業で雇用されている障がい者 特例子会社で雇用されている障がい者

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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2.障がい者雇用企業の概況

働く障がい者の業務内容は、「清掃、管理」以外は、概ね上場企業、特例子会社とも変わらない

製造

69%事務補助

情報システム

物流

清掃、管理

65%

23%
13%

25%
46%

15%
18%

29%
25%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

働く障がい者の業務内容（上場企業/特例子会社）

上場企業（N=133） 特例子会社（N=182）
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2.障がい者雇用企業の概況

特例子会社の8割近くが、売上高5億円未満の規模である

特例子会社の売上高（特例子会社）

18%

16%

47%

12% 1%

4%
1%

1%

1．5,000万円未満

2．5,000万円～1億円未満

5．10～15億円未満

3．1～5億円未満

4．5～10億円未満

6．15～20億円未満

7．20～25億円未満

9．30～35億円未満

（N=178）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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2.障がい者雇用企業の概況

特例子会社の9割近くは、親会社・グループ会社からの業務を主に行っているが、
1割の特例子会社では、親会社・グループ会社以外からの業務を主に実施している

親会社・グループ会社からの業務割合（特例子会社）

8%

43%

46%

2%
1%

75～100%未満25%未満

25～50%未満

50～75%未満

100%

（N=182）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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3.精神障がい者のマネジメント
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①精神障がい者の雇用実態について
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3.精神障がい者のマネジメント

上場企業においては6割、特例子会社においては7割の企業が、精神障がい者を雇用している

75%

3%

22%

1．精神障害者を雇用している

2．以前は精神障害者を雇用していたが、
現在は雇用していない

3．これまで、精神障害者を雇用したことがない

精神障がい者の雇用実績（上場企業/特例子会社）

上場企業
（N=131）

特例子会社
（N=181）

64%

34%

2%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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3.精神障がい者のマネジメント

精神障がい者の雇用実績がない企業のうち、約7割の企業が、
精神障がい者の雇用について検討したことがない

22%

14%

65%

1．現在、検討中である

2．現在は、検討していないが、過去に検討したことがある

3．これまで、検討したことがない

精神障がい者の雇用実績のない企業における精神障がい者雇用の検討状況（上場企業/特例子会社）

上場企業
（N=42）

特例子会社
（N=37）

29%

69%
2%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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3.精神障がい者のマネジメント

精神障がい者を雇用していない理由は、「不安視する意見が多い」、「業務内容が合わない」は
共通しているが、それ以外は上場企業と特例子会社で異なる

精神障がい者を雇用していない理由（上場企業/特例子会社）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

フルタイム勤務が難しい等、条件に合う人材がいないため

現時点で法定雇用率を満たしているため

社内や親会社で、精神障害者を雇用することを
不安視する意見が多いため

15%

33%

業務内容が精神障害者には合わないと考えているため
38%

精神障害者への理解や新たな雇用ﾉｳﾊｳの取得等
に取り組む余裕がないため

54%

他社事例等を含め、精神障害者雇用の実績・情報が少ないため

38%
31%

46%

45%
31%

29%

21%
23%

上場企業（N=42） 特例子会社（N=13）
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3.精神障がい者のマネジメント

雇用のきっかけは、上場企業、特例子会社ともに、
「外部からの紹介」または「通常の採用の一環」での採用が多い

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

32%

40%

12%

6%

9%

2%

1．支援機関等の外部からの紹介

3．特に意識をしたわけではなく、通常の採用の一環で条件に合致した

2．官公庁や自治体のモデル事業、公的事業等

4．明確なきっかけはないが、主体的・意図的に精神障害者の採用を始めた

5．親会社やグループ会社からの受け入れ

6．その他

精神障がい者の雇用のきっかけ（上場企業/特例子会社）

上場企業
（N=80）

特例子会社
（N=139）

34%

27%

11%

21%

5%

2%
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②精神障がい者のマネジメントについて
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3.精神障がい者のマネジメント

精神障がい者を雇用する上場企業では、精神障がい者を雇用する以前には、「一般企業で
働くのは難しい」、「組織の生産性が下がる」等の懸念があったが、雇用後に改善される

（N=75、82）

精神障がい者に対する雇用前のイメージと雇用後の実際の認識（上場企業）

12%

12%

11%

9%

5%

51%

29%

44%

24%

39%

16%

25%

33%

27%

35%

26%

41%

12%

26%

19%

32%

32%

38%

既存の働く障害者に
悪影響を与える

一般企業で働くのは難しい

組織の生産性が下がる

上段：雇用前のイメージ
下段：雇用後の実際の認識

そう思った そう思わなかったどちらかといえばそう思わなかったどちらかといえばそう思った

（N=75、82）

（N=74、81）

63%

41%
₋22%

55%

33%

42%

21%

₋22%

₋21%

3%

出所）障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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3.精神障がい者のマネジメント

一方で、「突然体調を崩す」、「業務外の自己管理が出来ない」といった懸念点は、
雇用後も、依然としてマイナスなイメージとの回答が過半数を超えている

（N=74、81）

精神障がい者に対する雇用前のイメージと雇用後の実際の認識（上場企業）

上段：雇用前のイメージ
下段：雇用後の実際の認識

そう思った どちらかといえばそう思った そう思わなかったどちらかといえばそう思わなかった

（N=74、81）

38%

37%

16%

17%

47%

32%

46%

35%

11%

19%

30%

30%

12%

8%

19%

4%
突然体調を崩す等、

勤務できない状態に陥ることがある

業務以外の生活面での
自己管理ができないことがある

69%

52%

出所）障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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3.精神障がい者のマネジメント

上場企業で働く精神障がい者は、「定型業務」に従事している者が最も多いが、能力や専門
性を活かせる業務に従事し活躍している精神障がい者が一定数存在しており、評価も高い

精神障がい者の業務・役割と評価（上場企業）

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65

11%

11%

50%

6%

高度な専門知識やスキル
が必要となる業務

9

10%55%

11%

11%

18%

5%

30%

1155%

27%

交渉や企画立案等、状況に応じた適切な
判断・意思決定が求められる業務

22%

11%3%

22%

16%58%標準化・マニュアル化された定型業務

11%

50%

管理職

新たに取り組む業務等
手順が標準化されていない業務

11%

56% 9

62

管理職ではないが、業務上他の従業員に
指示を出す役割

61%

67%

11%

管理職ではないが、業務以外で他の
従業員の相談にのる等サポートする役割

20

18

8

無回答期待以上 期待通り 該当する業務・役割がない期待ほどではない

（人）

出所）障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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3.精神障がい者のマネジメント

精神障がい者を雇用する際の新たな取り組みは、「外部機関との関係強化」等共通する項目
も見られるが、受け入れ環境の整備については、上場企業と特例子会社とで異なる

組織の生産性維持・向上、管理コストを抑える新たな取り組み（上場企業／特例子会社）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

39%新たな業務を切り出した

支援機関等、外部機関との
関係性を強化した

業務以外の生活面での
相談・面談の機会を設けた

業務手順を見直した

新たに実施したことはない

精神障害者の理解促進のための
勉強会や研修等を実施した

29%

32%
38%

28%
46%

17%
29%

37%
68%

38%
16%

特例子会社（N=142）上場企業（N=82）

特例子会社では、受け入れ
環境の整備も積極的

上場企業では、新たな取り組
みがない企業も一定数存在
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3.精神障がい者のマネジメント

特に効果的な取り組みは、上場企業、特例子会社ともに、「外部機関との関係性強化」と
「業務以外の相談・面談」、「新たな業務の切り出し」が上位を占める

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

組織の生産性維持・向上、管理コストを抑える新たな取り組みのうち最も効果的だった取り組み
（上位３つ、上場企業／特例子会社）

17%

38%

支援機関等、外部機関との
関係性を強化した

精神障害者の理解促進のための
勉強会や研修等を実施した

同じ業務を複数人で行う体制に見直した

新たな業務を切り出した

業務手順を見直した

業務以外の生活面での
相談・面談の機会を設けた

27%

31%
22%

14%
21%

36%
45%

17%

50%
67%

上場企業（N=42） 特例子会社（N=110）
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3.精神障がい者のマネジメント

離職理由をみると、「体調悪化」が最も多い以外は、上場企業と特例子会社とで異なる

精神障がい者が離職した主な理由（上位３つ）（上場企業/特例子会社）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

職場内の理解を得るのが難しく
反発やトラブルが発生したため

57%体調悪化等により
継続的な出社が困難になったため

生活面での自己管理が難しかったため

20%

7%

指導員が専門的な資格や知識を
取得するのが難しかったため

17%

精神障害者の自己都合
（家庭等の事由）のため

70%

23%

41%

39%

2%

48%

上場企業（N=69） 特例子会社（N=121）
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3.精神障がい者のマネジメント

精神障がい者の雇用においては、上場企業、特例子会社ともに、
「支援機関の助言・援助」を求める意見が最も多い

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017

精神障がい者の雇用に必要な外部機関からの支援（上場企業／特例子会社）

外部の支援機関の助言・援助等の支援

46%

雇入れの際の助成制度の充実

雇用事例や障害者特性・雇用管理上の留意点
に関する情報提供

雇用継続のための助成制度の充実

外部からのジョブコーチや介助者等の人的資源の充実

35%
職場内での人的支援制度の助成制度の充実

66%
76%

30%
33%

53%

43%
41%

36%

43%
41%

上場企業（N=80） 特例子会社（N=138）
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3.精神障がい者のマネジメント

精神障がい者のマネジメントについて

既に６割を超える企業が精神障がい者を雇用しているが、精神障がい者
の雇用に際して、実際以上に不安視する傾向が見られる

実際には、専門知識やスキルを活かして活躍している精神障がい者が存
在しており、「突然体調を崩す」、「業務外の自己管理が出来ない」等とい
う点に留意する必要はあるものの、精神障がい者も十分に活躍していると
考えられる

既に精神障がい者を雇用している企業では、生産性の向上、管理コスト
の抑制のために、効果的な取り組みとして「外部機関との関係性強化」、
「生活面での相談・面談」、「新たな業務の切り出し」を行っている
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４. 障がい者雇用企業のマネジメント・課題
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

特例子会社の経営に関する課題への回答をみると、「障害者の人材確保・育成」が最も多く、
次いで、「指導員の人材確保・育成」、「親会社からの業務量の維持・増加」となっている

経営に関する課題（特例子会社）

親会社から期待される障害者の採用数増加

障害者の人材確保・育成

20%

指導員の人材確保・育成

後継の経営者の人材確保・育成

親会社からの業務量の維持・増加

新規事業・サービス・商品の開発

サービス・商品の価値向上

社内・グループ内営業

親会社との情報・課題の共有

社外・グループ外営業

コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等）

業務改善（効率化、標準化）

13%

34%

関係支援機関との連携強化

会社の仕組みづくり（賃金ﾃｰﾌﾞﾙの決定等）

13%

45%

20%

11%

15%

4%

9%

14%

12%

15%

2017年
(N=179)

54%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 32

4.障がい者雇用企業が抱える課題

「障がい者の人材確保・育成」への課題認識は、1999年以前に認定された特例子会社に
おいて最も高い

経営に関する課題（特例子会社／認定年区分別）

障害者の人材確保・育成 54%
47%

70%

2000年~2010年(N=78) 2011年以降(N=68)1999年以前(N=33)

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

採用状況をみても、量的な面、質的な面で十分に採用できているとの回答割合は低い

量的・質的面からの採用状況（上場企業／特例子会社）

26%

32%

50%

37%

17%

21%

特例子会社
（N=181）

上場企業
（N=130）

8%

11%

そう思う どちらかというとそう思う そう思わないどちらかといえばそう思わない

量的な面で障がい者を十分に採用できている 質的な面で障がい者を十分に採用できている

18%

39%

60%

36%

17%

15%10%

6%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

雇用管理についての課題をみると、「量的・質的確保」は共通しているものの、
上場企業と特例子会社とで異なる

障害者の雇用管理についての課題（上場企業／特例子会社）

障害者への評価制度の整備

15%

障害者の採用における
量的・質的確保

障害者の作業能力の向上

障害者の業務の割り振り、配置

45%

障害者の賃金設定

障害者のキャリアパスの整備

障害者への処遇
（賞与、手当）等の整備 17%

37%
56%

25%

34%

16%
11%

8%
18%

7%
24%

4%

上場企業（N=123） 特例子会社（N=180）

上場企業では、生産性の向
上に関する全体最適の視点
での課題認識が高い

特例子会社では、生産性の
向上に関する個別最適の視
点での課題認識が高い

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

特例子会社では、「作業能力の向上」に加えて、「賃金」、「処遇」といった人事制度上の基盤
整備への課題認識が高まっている

障害者の雇用管理についての課題（特例子会社）

障害者の採用における量的・質的確保

障害者の業務の割り振り、配置

障害者のキャリアパスの整備

障害者の作業能力の向上

39%

18%
障害者への評価制度の整備

障害者への処遇
（賞与、手当）等の整備

障害者の賃金設定

37%

29%
25%

30%
34%

12%
11%

18%

13%
24%

13%
17%

2016年（N=164） 2017年（N=180）

「賃金」、「処遇」への課題認識
が高まっている

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2016,2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

管理職やリーダーへの登用については、
消極的な特例子会社が多く、経年でみるとより消極的な傾向となっている

管理職やリーダー的な役割への登用状況とその意向（特例子会社）

14%

13%

13%

33%

30%

31%

34%

31%

25%

19%

27%

30%
2017年

(N=181)

2016年
(N=169)

2015年
(N=141)

5年前と比較して、貴社で働く障害者が
管理職やリーダー的な役割を担っている

貴社で働く障害者を、積極的に管理職へ登用したい

12%

12%

33%

35%

29%

39%

36%

36%

19%

22%

2015年
(N=140)

11%
2016年

(N=169)

16%

2017年
(N=180)

そう思わないどちらかといえばそう思わないそう思う どちらかというとそう思う

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015、2016、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

人材確保・人材育成について

量的、質的ともに、障がい者を十分に採用できているとの回答は少なく、障
がい者の人材確保・育成への課題認識は高い

上場企業と特例子会社とでは目線の違いはあるが、障がい者が増加・多
様化する中で、生産性の最大化に関連する事項への課題認識も高まって
いる。特に、特例子会社では「作業能力の向上」といった量とともに質を向
上させる必要性を認識している企業も見られる

現状では、管理職登用やキャリアアップという課題よりも、「賃金」、「処遇」と
いった人事制度上の基盤整備への課題認識が高まっており、障がい者の増
加・多様化と同時に、即戦力化・適材適所といった質を高める対応がより求
められているのではないか
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

経営に関する課題への回答をみると、割合は小さいものの、「親会社から期待される障がい者の採用数増
加」、「サービス・商品の価値向上」、「社外・グループ外営業」への課題認識が高まっている

経営に関する課題（特例子会社）

20%

53%

サービス・商品の価値向上

障害者の人材確保・育成

指導員の人材確保・育成

後継の経営者の人材確保・育成

親会社から期待される障害者の採用数増加

社外・グループ外営業

親会社からの業務量の維持・増加

11%

社内・グループ内営業

新規事業・サービス・商品の開発

コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等）

業務改善（効率化、標準化）

親会社との情報・課題の共有

45%

関係支援機関との連携強化 12%

会社の仕組みづくり（賃金ﾃｰﾌﾞﾙの決定等）

5%

20%

54%

45%

13%

13%

49%

16%

34%
22%

7%

8%

11%
18%

15%

4%
13%

9%
12%

14%
11%

14%
15%

2016年
(N=167)

2017年
(N=179)

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2016、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

業務の切り出し方を見ると、「親会社からのトップダウン」、「親会社グループの会社等を営業」が
減少し、 「一定の基準に準拠」 、「障がい者向けと意識していない」が増加している

親会社グル―プの
会社等を営業

54%

42%
親会社からのトップダウン

17%

50%

33%

親会社グループの社員から自発的に
業務依頼が持ち込まれる

一定の業務切り出し基準に準拠

特に障害者向けと意識していない 19%

25%

58%

55%

23%

56%
56%

12%

17%

17%

2015年(N=142) 2016年(N=168) 2017年(N=178)

業務の切り出し方（特例子会社）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015、2016、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

約4割の特例子会社が、親会社の事業領域とは関係のない事業・業務に取り組んでいる

親会社の事業領域との関係（特例子会社）

39%

20%

41%

親会社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでおらず、現時点では、今後も取り組む予定はない

親会社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいる

親会社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいないが、検討はしている

（N=180）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

親会社の特例子会社への関心は高まっているものの、事業方針の決定等の運営面では、
特例子会社の自立的なマネジメントに委ねる企業も一定数存在する

親会社の関心・関わり方（特例子会社）

41%

39%

48%

51%

49%

44%

7%2015年

2%

10%

2%
2016年

2017年
7%

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

31%

38%

41%

33%

23%

24%

4%

6%

親会社の特例子会社への関心 提供価値への認識・理解 事業方針の決定への関与

32%

39%

41%

58%

47%

46%
2%

9%

14%

12%

関与する 関与しない

（N=140）

（N=169）

（N=181）

（N=141）

（N=169）

（N=181）

（N=141）

（N=181）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2015、2016、2017
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4.障がい者雇用企業が抱える課題

特例子会社の自立性（親会社との関係性等）について

「障がい者の採用数増加」と同時に「サービス・商品の価値向上」、「社外・
グループ外営業」への課題認識が高まっており、特例子会社の自立の萌芽
とも捉えられるのではないか

親会社・グループ内において、特例子会社が特定の機能を担う組織として
認識され、一定の地位を得ている特例子会社が増加しているのではないか

更なる規模拡大に向けて、親会社・グループ会社以外からの業務獲得を
求められる特例子会社が増加しているのではないか

こうした変化に伴い、特例子会社自体への関心は高まっているものの、特
例子会社のマネジメントについて、親会社が積極的に関与する企業と、特
例子会社に独立したマネジメントを求める（積極的には関与しない）企業
とに分かれてきているのではないか
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ご清聴、ありがとうございました。
よりよい調査のために・・・お願い

• 障がい者雇用に関する経営実態調査について、来年度以
降も、調査・情報発信を継続的に実施したいと考えています

• 本日、お配りしておりますアンケート用紙にぜひ
• 皆様が感じておられる課題や問題意識
• 知りたいこと、アンケートにより定量化したいこと

など記載いただけましたら、来年度以降の調査内容の参考
とさせていただきたいと考えております。何卒ご協力をお願い
いたします！
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参考資料
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参考資料

【参考①】

（N=133、138）

精神障がい者に対する雇用前のイメージと雇用後の実際の認識（特例子会社）

9% 44%

36%

35%

17%

26%

19%

22%

19%

32%

37%

35%

33%

25%

41%

29%

45%

35%

46%

4%

一般企業で働くのは難しい

1%

組織の生産性が下がる 4%

4%
既存の働く障害者に

悪影響を与える

2%

そう思った どちらかといえばそう思った どちらかといえばそう思わなかった そう思わなかった

（N=134、139）

（N=133、138）

上段：雇用前のイメージ
下段：雇用後の実際の認識

53%

40%

₋13%

39%

18%

₋21%

30%

21%

₋9%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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参考資料

【参考②】

（N=134、139）

精神障がい者に対する雇用前のイメージと雇用後の実際の認識（特例子会社）

32%

40%

10%

19%

49%

34%

49%

33%

15%

22%

28%

30%

13%

17%

4%

4%
突然体調を崩す等、

勤務できない状態に陥ることがある

業務以外の生活面での
自己管理ができないことがある

そう思った どちらかといえばそう思った そう思わなかったどちらかといえばそう思わなかった

（N=134、139）

上段：雇用前のイメージ
下段：雇用後の実際の認識

74%

52%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017
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参考資料

【参考③】

精神障がい者の業務・役割と評価（特例子会社）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

11%

管理職

2%

60%

管理職ではないが、業務上他の従業員に
指示を出す役割

2%

73%

9%

23%
高度な専門知識やスキル

が必要となる業務

10%20%
新たに取り組む業務等
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出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果 野村総合研究所、2017


